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認知症ケアモデルの確立と地域ケアの推進が，今日の介護保険政策上の命題となっているに
もかかわらず，認知症高齢者に特化した介護保険サービスの利用実態の把握と分析は十分にさ
れていない。本研究の目的は，認知症の有無等の状態像区分を加味した介護保険の利用データ
を分析することで，認知症高齢者，とりわけ「動ける認知症」のサービス利用の特性と２時点
間での利用の変化を把握し，認知症高齢者の地域ケアの推進のための基礎的データを提供する
ことにある。あわせて，より実態に即した介護保険事業計画策定を可能にする分析手法の提案
を都市自治体に対して行うという意義をもつ。
15保険者からの介護保険給付データと認定データを結合させ，認知症高齢者を特定しうる

データベース（50,434人分）の作成をもとに分析を行った。分析では，障害高齢者と認知症高
齢者の日常生活自立度から，状態像を「虚弱」「動ける認知症」「寝たきり」「寝たきり認知
症」の４つに分類し，比較することでサービス利用の特性を把握する。また，サービスの機能
の組み合わせに着目した「サービスパッケージ」分類を用い，よりケアプランに近い利用の実
態を把握することとした。また，15保険者のうちの４保険者については，2003年（16,667人
分）と2005年（19,405人分）の２時点でのデータ比較を行い，２年間での状態像と利用の変化
を把握した。
認知症高齢者は，利用者数の50％以上，介護費用額の70％以上を占め，介護保険の主要な利

用者となっている。認知症高齢者は他の状態像と比べて，通所系と居住系のサービス利用割合
が高く，「動ける認知症」では通所系サービスの利用が60％を占めている。２年間の変化では，
継続利用者の70％が動ける認知症を維持し，複数機能のサービスパッケージと居住系サービス
の利用が伸びた。23％は「寝たきり認知症」に移行し，施設利用割合が大幅に増加した。
「動ける認知症」は，通所系のサービス利用を中心に高い利用水準を示すなど，他の高齢者

とは異なる利用パターンを示している。「動ける認知症」を施設入所に至ることなく，地域で
支える上では認知症に対応した通所系サービスの充実と，複数の機能を組み合わせたサービス
パッケージの増加，居住系サービスの充実が望まれる。こうしたサービスは地域密着型サービ
スに相当するが，自治体の計画策定においては，障害像に伴う利用特性に応じたサービス整備
量の推計を行ったうえで，地域密着型サービスの整備をすすめ，地域で支えるための仕組みづ
くりを指向する必要がある。

介護保険，動ける認知症，サービスパッケージ，地域密着型サービス，状態像変化
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Ⅰ

2005年の介護保険改正の主軸として，身体介
護モデルから認知症ケアモデルへの転換が示さ
れた。その方策は保険者である市町村による地
域密着型サービスの整備という形で打ち出され
たが，それは従来の施設依存型のケアから，地
域で住み続けることができる地域ケアへの転換
を意味している。地域ケアの主たる利用者とし
て認知症高齢者が想定されるが，計画策定にお
いてはその対象者像とサービス利用の現状は十
分に把握されていない。
日本福祉大学福祉政策評価センターでは，こ

うした分析上の課題に対応するために制度改正
に対応した新たな「介護保険給付分析ソフト
2006」を保険者に提供している1)。この新分析
ソフトでは，介護予防，認知症ケアの重視，施
設の重度割合の進展といった改革課題に対応す
るために，新たな３区分（軽度・中度・重度）
を用いたが，給付実績情報データの範囲では厳
密に認知症高齢者を特定した分析はできない現
状にある。本研究は，その点を補完する役割を
もつものである。
先行研究においても，認知症高齢者を特定し

て大量データを分析した研究はあまりみられな
い。認知症高齢者のサービス利用を経年的に検
討した研究2)3)はあるが，在宅サービスに限定
したものであり，サービス利用構造全体を把握
するまでに至っていない。
また，自治体における計画策定のための手法

に関する研究では，1990年代に「ニーズ類型化
の手法」の確立へ向けた検討4)5)を通じて着手
された。介護保険導入後は，介護保険の効果に
ついて要介護状態の維持・改善等の側面から検
討する際の変数6)や，要介護度別の介護サービ
ス利用特性を検討する際の変数7)として認知症
が扱われてきているが，認知症高齢者のサービ
ス利用構造の特性やニーズ類型に関する分析は
なされていない。
本研究では，保険者向け給付実績情報データ

と認定支援センターに送付する認定情報を結合

させることにより，従来の要介護度による分析
に加えて認知症に特化した分析を可能にした。
これらのデータをもとに，①認知症高齢者の
サービス利用特性，②２時点間の利用構造の変
化，③重度化に伴う利用サービスの変化の把握
を行い，地域密着型サービスの必要量推計を含
む，介護保険事業計画の立案および認知症高齢
者を支える地域ケアシステムの設計を行うため
の材料となる基礎的データを提供する。さらに，
自治体がより現実に即した対象者の把握とニー
ズ推計を行うための，分析手法を提案すること
を目的としている。

Ⅱ

全国15保険者（人口5.4万～59万人の都市）
の2004年10月の保険者向け給付実績情報データ
および認定情報，50,434人分を用いた。さらに，
15保険者のうちデータが得られた４保険者につ
いては，2003年10月（16,667人分）と2005年７
月（19,405人分）の２時点データを用い，この
うち２年間継続利用している利用者11,730人分
について変化を把握した。15保険者からは学術
研究に活用することへの承諾を得て，個人が特
定されない情報として処理後，データ提供を受
けた。

障害高齢者日常生活自立度Ｂ以上を「寝たき
り」，認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以上を
「認知症」とし，その組み合わせから，「虚弱」
「動ける認知症」「寝たきり」「寝たきり認知
症」の４つの状態像分類を行う。その４分類を
もとに比較することで，認知症高齢者の利用構
造，特に「動ける認知症」の利用特性に注目し
た分析を進める。

国などの介護保険統計では，サービスの種類
ごとの利用者の延べ人数として利用量が算出さ
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全体 施設人数 在宅人数 施設利用
割合（％）人数（人）割合（％）人数（人）割合（％）人数（人）割合（％）

総数
虚弱
動ける認知症
寝たきり
寝たきり認知症

総費用額 １人当たり費用額（円） 平均要介護度

費用額
（千円）

割合
（％）

施設割
合（％） 全体 在宅 全体 在宅

総数
虚弱
動ける認知症
寝たきり
寝たきり認知症

全体 虚弱 動ける認知症 寝たきり 寝たきり認知症

人数（人）割合（％）人数（人）割合（％）人数（人）割合（％）人数（人）割合（％）人数（人）割合（％）

総計
通所系サービス利用型
Ｄのみ
Ｈ＋Ｄ
Ｄ＋Ｓ
Ｈ＋Ｄ＋Ｓ

他の在宅利用型
Ｈのみ
その他

24時間型
居住系
施設
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れているため，具体的なケアプランをイメージ
することが困難である。本分析では，利用者一
人ひとりの利用サービスの総体を，サービス機
能の組み合わせを表現する「サービスパッケー
ジ」を用いて示し，利用者全体を母集団とする
サービス利用構造を把握している。在宅サービ
スにおける訪問系サービス（訪問介護・訪問看
護・訪問リハビリ・訪問入浴は除く）を「Ｈ」，
通所系サービス（通所介護・通所リハビリ）を
「Ｄ」，短期滞在系サービス（短期入所生活介
護・短期入所生活リハビリ）を「Ｓ」とし，そ
の組み合わせから①Ｈのみ，②Ｄのみ，③Ｓの
み，④Ｈ＋Ｄ，⑤Ｄ＋Ｓ，⑥Ｈ＋Ｓ，⑦Ｈ＋Ｄ
＋Ｓ，⑧その他（福祉用具・居宅療養など）の
８類型を設定した。さらに⑨居住系サービス

（グループホーム・特定施設）と⑩施設（特
養・老健・療養）を加え10類型とした。なお，
一部の図表では数の少ない「Ｓのみ」「Ｈ＋
Ｓ」を「その他」に分類し，全体で８種類に簡
略化して用いている。

Ⅲ

介護保険利用者総数のうち，「動ける認知
症」が26.2％，「寝たきり認知症」が25.6％と
なり，認知症高齢者の合計は全体の51.9％を占
める。それぞれの認知症が全体の25％に相当し，
「虚弱」は40％，「寝たきり」10％といった大

まかな割合となる。施設利用者の86.2
％，在宅利用者の42.4％が認知症高齢
者となっている。さらに費用をみると，
「動ける認知症」が総費用額の27.2％
と人数比と変化はないが，「寝たきり
認知症」では46.6％と大幅に増加し，
両者を合計すると認知症高齢者が費用
全体の73.8％を占める。

要介護度の平均は「虚弱」→「動ける
認知症」→「寝たきり」→「寝たきり認知
症」の順に約１ずつ重度化する傾向に
ある。重度化の傾向はサービス利用上，
施設の利用割合に影響する。状態像別
の施設利用割合をみると，「虚弱」→
「動ける認知症」→「寝たきり」→「寝た
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総費用額（百万円）

総費用割合（％）

全体 虚弱 動ける
認知症 寝たきり 寝たきり認知症

総 計
通所系利用型
他の在宅利用型
24時間型

総 計
通所系利用型
Ｄのみ
Ｈ＋Ｄ
Ｄ＋Ｓ
Ｈ＋Ｄ＋Ｓ

他の在宅利用型
Ｈのみ
その他

24時間型
居住系
施設

（単位 円）

全体 虚弱 動ける
認知症 寝たきり 寝たきり認知症

総 計

通所系利用型

Ｄのみ
Ｈ＋Ｄ
Ｄ＋Ｓ
Ｈ＋Ｄ＋Ｓ

他の在宅利用型

Ｈのみ
その他

24時間型

居住系
施設

注 ( )内は全体を100としたときの指数

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

虚 弱
動ける認知症
寝たきり
寝たきり認知症

支給限度額

（単位 円）
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きり認知症」の順に高くなり，「寝たき
り認知症」では50％を超えて施設入所と
なっている。「動ける認知症」「寝たき
り」は施設入所の割合が20％程度にとど
まり，「寝たきり認知症」と大きな違い
が生じている。
１人当たりの費用額をみると，「虚

弱」→「動ける認知症」→「寝たきり」→「寝
たきり認知症」の順に高くなっている。「寝た
きり認知症」の費用総額の70％は入所施設の費
用で構成されており，１人当たり費用額を引き
上げる要因となっている。「動ける認知症」と
「寝たきり」は平均要介護度では１の差がある
が，１人当たり費用額ではほぼ同水準となって
いる。

サービスパッケージ分類は８種類とし，｢通
所系サービス利用型｣｢他の在宅利用型｣｢24時間
型｣の３つの類型にくくりながら，その小計を
含めて分析を行った。人数の比率でみると（
），第１の特徴は通所系サービス利用型の割

合が58.0％と「虚弱」を上回って最も高く，中
でも「Ｄ＋Ｓ」の利用割合が10.7％と高いこと
である。ただし，「動ける認知症」のサービス
パッケージ上の割合としては「Ｈ＋Ｄ」が12.5
％と「Ｄ＋Ｓ」よりも高い。第２に「Ｈのみ」
の利用割合が「寝たきり認知症」と同様に低い

ことである。この点は認知症高齢者に共通する
ことである。第３に，グループホームの普及に
より，「24時間型」の中で「居住系」利用の割
合（7.9％）が他の状態像と比べて高いことが
挙げられる。
サービスパッケージの利用特性は，費用の構
造に影響を与える。状態像別にサービスパッ
ケージの総費用額と割合をみると（ ），グ
ループホームの影響で「24時間型」の割合が
49.0％と，「寝たきり」の41.9％を上回って半
数を占める水準にまで高くなっている。人数比
が他に比して高い割合を示した「Ｄ＋Ｓ」は，
費用でも11.6％と高い割合を示している。
サービスパッケージ別の１人当たりの費用額
（費用水準）をみると（ ），平均要介護度
が高くなる「虚弱」→「動ける認知症」→「寝たき
り」→「寝たきり認知症」の順に従って上昇する
傾向にある。厳密な分析にはサービスパッケー
ジごとに要介護別の費用水準を比較をすること
が求められるが，紙数の関係もあり，グループ
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総 数 →
虚 弱 →
動ける認知症 →
寝たきり →
寝たきり認知症 →

2003年10月 2005年７月

全体 全体 未利用 継続 新規

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合1)

（％）
人数
（人）

人数
（人）

割合2)

（％）

注 1) 2003年の全体を母数とした割合
2) 2005年の全体を母数とした割合

2005年７月
2003年
構成比

平均要
介護度総数 虚弱 動ける

認知症 寝たきり 寝たきり認知症

2003年10月

総数

虚弱

動ける認知症

寝たきり

寝たきり認知症

平均要介護度

注 ( )内は，構成割合（％）， は状態像を維持した群
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ホームを除く在宅サー
ビス全体で比較すると
（ ），どの要介護
度 に お い て も 「虚
弱」→「寝たきり」→「寝
たきり認知症」→「動け
る認知症」の順で高く
なる傾向に変化し，
「動ける認知症」が最
も高い費用水準を示し
ている。「動ける認知症」と「寝たき
り」において平均要介護度の開きに対
して，在宅サービスの１人当たり費用
額の差があまりみられない背景には，
グループホームの利用の影響だけでは
なく，「動ける認知症」の在宅サービ
スの利用水準の高さがあると考えられ
る。

2003年10月利用者16,667人と2005年７月利用
者19,405人について，状態像別の構成比を比較
するとほぼ同じ割合となっている。しかし，そ
の内訳をみると2003年利用者全体の29.6％は未
利用となっており，「動ける認知症」では25.9
％，「寝たきり」では30.3％，「寝たきり認知
症」では41.5％が未利用となっている。反対に
2003年時点は利用がなく，2005年時点までの２
年間で新規に利用したと考えられる人は，2005
年利用者全体の39.6％に上り，「虚弱」では
46.6％，「寝たきり認知症」でも28.0％が新規
となっている（ ）。
次に，2003年10月と2005年７月の２時点で継

続利用している11,730人について状態像の変化
をみると（ ），構成比は「虚弱」が40.9％
から32.9％に減り，その分「寝たきり認知症」
が22.3％から31.9％に増加している。「動ける
認知症」は28.4％から28.0％とほとんど変化が
ない。2003年時点の「動ける認知症」を100と
した時，2005年に「動ける認知症」を維持した

割合は70.8％であり，「寝たきり」50.7％に比
べると維持率が高くなっている。22.8％は「寝
たきり認知症」へと移行しており，「虚弱」に
改善する割合は5.7％と低い。一時点の分析に
おいてみてきた「寝たきり認知症」の状態像は，
経年的にみた場合「動ける認知症」が悪化した
状態像であるとみることができる。

継続利用者のうち，2003年10月に「動ける認
知症」であった3,329人の２時点のサービス
パッケージから，認知症高齢者の経年的なサー
ビス利用の変化を把握した。当該サービスパッ
ケージの利用人数を横軸に，１人当たり費用額
を縦軸にとり，総費用額が四角形の箱の面積と
して視覚的に把握できるよう図式化した（
）。「Ｈのみ」「Ｄのみ」といった単機能パッ

ケージ以外で，その面積（総費用額）が大きく
なっており，すべての箱を足し合わせた総費用
額では158,444千円増加している。１人当たり

5― ―



注 Ｈ：訪問系サービス，Ｄ：通所系サービス，Ｓ：短期滞在系サービス，その他：福祉用具・居宅療養など

合計 Ｈのみ Ｄのみ Ｈ＋Ｄ Ｄ＋Ｓ Ｈ＋Ｄ＋Ｓ その他 居住 施設 人数（人）割合（％）水準（円）

2005年７月（％） 2003年10月

2003年10月(％）
Ｈのみ
Ｄのみ
Ｈ＋Ｄ
Ｄ＋Ｓ
Ｈ＋Ｄ＋Ｓ
その他
居住
施設

2005年７月
人数（人）
割合（％）
水準（円）

注 ２時点で同じサービスパッケージを利用していた人の割合，空欄は該当する利用者なし
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費用額は47,595円の増加となって
いる。
サービスパッケージの構成では，

「Ｈのみ」「Ｄのみ」の単機能の
利用が減少し，施設への入所が増
加している。「Ｓのみ」「Ｈ＋Ｓ」
「Ｄ＋Ｓ」といった短期入所を利
用するパッケージは，実人数の増
減はあまりみられないが，１人当
たり費用額が伸びている。総費用額の上昇要因
をみると，増加費用額の158,444千円のうち，
施設費用が80.5％ (127,510千円)を占めており，
施設に入ることによる費用への影響が大きい。

サービスパッケージ間での移動をみると，
「Ｈのみ」「Ｄのみ」といった単機能型では同

じサービスパッケージを維持する割合が60％近
くになる。複数のサービスを利用するタイプの
なかで，施設入所への移行割合を比較すると，
「Ｈ＋Ｄ」が20％を切るのに対して，「Ｄ＋Ｓ」
「Ｈ＋Ｄ＋Ｓ」では，30％に近くなっている。
その背景に「Ｈ＋Ｄ」から「Ｈ＋Ｄ＋Ｓ」への
移行割合に比べて，「Ｄ＋Ｓ」から「Ｈ＋Ｄ＋
Ｓ」への移動は少なく，通所系の利用から訪問
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系のサービスの利用に至らず，施設入所に移行
してしまう傾向がうかがえる。なお，「居住」
の継続率は非常に高い一方で，「居住」から在
宅に戻るという動きはなく，10.5％は施設に移
行している。

「動ける認知症」を維持した群（2,356人）
と「動ける認知症」から「寝たきり認知症」に
移行した群（759人）で２時点間のサービス
パッケージを比較すると，「寝たきり認知症」
に移行した群では施設利用割合が，26.2％から
49.9％と倍近く増加し，在宅サービスパッケー
ジ利用割合が全体に下がっている。この利用の
構造は，15保険者のデータでみてきた「寝たき
り認知症」の利用構造と近い値となる。一方，
「動ける認知症」を維持した群では，施設利用
割合は16.3％から23.7％と7.4ポイントの増加
にとどまり，その分「Ｄ＋Ｓ」「Ｈ＋Ｄ＋Ｓ」
といった複数パッケージと「居住」の利用割合
が増加している。

Ⅳ

認知症高齢者は介護保険利用者全体の半数，
施設利用者の８割を占め，「2015年の高齢者介
護」9)で示されたものと同様の結果となった。
さらに介護保険を費用の問題からみたとき，認
知症高齢者は総費用の70％を占めており，介護
保険行政にとってより重要なテーマといえる。
特に「寝たきり認知症」は施設入所割合が高く，
費用面での影響が大きい。一方「動ける認知
症」は，通所系サービスを中心に高い利用水準
を示し，入所割合を２割にとどめている。２年
間のサービス利用変化から，「動ける認知症」
の状態を維持した群では，居住系と複数機能の
サービスパッケージにより，在宅生活を継続し
ていることが明らかとなった。今後の認知症介
護政策においては，「動ける認知症」の状態を
維持しながら，複数の機能で在宅生活を支える
地域ケアの充実が必要となる。それらは，認知
症対応型通所介護や小規模多機能型居宅介護，

グループホームなど，地域密着型サービスに代
表されるものであり，市町村による計画的な整
備が求められる。その際，通所から短期入所さ
らに施設へというように利用者を自宅から切り
離していく流れがあるが，訪問系のサービスを
適切に組み合わせることによって，在宅生活を
支える必要がある。

要介護度に加えて認知症を区分し，そのなか
でも，「寝たきり認知症」と「動ける認知症」
を区別することで，認知症高齢者の利用の特性
を把握することができる。また，２時点間で
データを比較する際には，継続利用者を抽出す
ることで，経年的な変化を追うことが可能とな
り，状態像変化に伴うサービス利用構造変化を
把握することができる。
「サービスパッケージ」を用いて分析を行う
場合の大きな特徴は，施設と在宅を連続的に捉
えることができることである。さらに，利用人
数と１人当たり費用額と総費用額を四角形の面
積で図式化することによって，実際のケアプラ
ンに近い利用構造を踏まえた介護費用の配分状
況を把握できる。１人当たり費用額の平均を扱
うことにはなるが，かなり実態に近い利用水準
を把握することが可能といえる。「Ｄ＋Ｓ」「Ｈ
＋Ｄ＋Ｓ」の水準は17～23万円前後で，定額払
いの小規模多機能型居宅介護の介護報酬に近い
数字となっており，地域密着型サービスの利用
ニーズの推計にも有効である。今後は頻度など
を取り入れて，より実態に近いサービスパッ
ケージの分析手法を検討するとともに，１年ご
とのより詳細な利用の変化を把握していくこと
が課題である。また，地域間の差やその要因に
ついても分析を進める予定である。

本調査研究の実施にあたりデータ提供のご協
力をいただいた15保険者の方々に感謝申し上げ
る。なお，本研究は平成19～21年度学術フロン
ティア推進事業「地域ケア推進のための政策空
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間の形成とボトムアップ評価に関する研究」
（代表；平野隆之）および平成19年度老人保健
健康増進等事業「認知症地域ケア分析ツール活
用による地域密着型サービスの政策協議に関す
る研究」（代表；平野隆之）の一部である。

１）2006年８月開催の「全国介護保険指定基準・監査

担当者会議」において，「介護保険給付分析ソフト

2006」が紹介されている。なお，2001年から保険

者に対して分析ソフトの配信を行っている。

２）東野定律，筒井孝子．介護保険制度実施後の痴呆

性高齢者に対する在宅の家族介護の実態．東保学

誌 2003；5(4)：244-57．

３）東野定律．痴呆性高齢者の状態の経年的変化と介

護サービス利用に関する研究．病院管理 2005；42

(1)：75-87．

４）平岡公一，冷水豊，中野いく子，他．計画策定の

ための高齢者保健福祉サービスのニーズ測定と

サービス必要量推計－都老研方式の改良の試み－．

季刊社会保障研究 1994；30(1)：75-89．

５）定藤丈弘，坂田周一，小林良二．9章福祉ニーズの

把握とニーズ推計の技術．社会福祉計画．有斐閣，

1996；145-62．

６）田近栄治，菊池潤．介護保険による要介護状態の

維持・改善効果－個票データを用いた分析－．季

刊・社会保障研究 2005；41(3)：248-62．

７）後藤真澄，若松利昭．要介護度別の介護サービス

利用特性に関する研究－生活場所（在宅，施設）

の選択志向にかかわる要因－．厚生の指標 2003；

50(7)：17-22．

８）平野隆之，奥田佑子，笹川修．介護保険における

認知症高齢者のケアパッケージ分析（日本社会福

祉学会第54回全国大会報告要旨集287．）

９）高齢者介護研究会．2015年の高齢者介護－高齢者

の尊厳を支えるケアの確立にむけて－．2003．
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